
（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

11 事務用品、図書追録代等消耗品費 1,400

23 過年度還付金 30,000

19 地方税電子化協議会等負担金 2,668

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

7 臨時職員賃金 5,366

11 通知・納付書等印刷製本費等 4,500

13 住民税賦課データ入力等業務委託 3,248

　　・固定資産税の土地台帳整備を図るため、臨時職員の雇用を行います。

（継続）住民税賦課データ入力等業務委託　　　　　　　　　　     3,248千円
　　・納付書の封入作業や給与支払報告書等の入力業務、市民税賦課業務等を業務
　　　委託することで、効率的に適正な課税を行います。

○市民に税知識の普及を行うと共に、市政の財源を確保するために、地方税法に基づ
事

業

概

要

   き、適正に課税し、徴収を行います。
　
【内容】市税を課税・徴収に必要な賃金、事務費、委託料、過年度還付金と関係機関
　　　　への負担金等。

（継続）臨時職員賃金　　　　　　　　　　　　　　　　　　         5,366千円
　　・一般事務の補助や給報入力、確定申告相談、課税事務処理作業を円滑に進める
　　　ために、臨時職員の雇用を行います。

 

事業実施に
至る経緯・
背景

円滑に業務を執行するため

0 ▲ 30,076

特定財源の
説明

（県）県民税徴収事務委託金　   35,728千円
（諸）税督促手数料　　　　　　     500千円

増　　　　減 1,871 0 31,948 0 0 ▲ 1

目的・期待
する効果

 【目的】税知識の普及と市税の課税・徴収を行うことにより、一般財源の確保
　　　　を行います。
【効果】一般財源が確保できます。

前年度予算額 45,457 3,780 501 41,176

本年度予算額 47,328 35,728 500 11,100

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

会計 　一般会計

予算 02　総務費 02　徴税費 目 01　税務総務費

事業名  02　市税徴収経費  所管部課  総務部　税務室　税務課



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

　　　を作成する。　

　　　地価の下落が認められる場合、評価額の下方修正を行うため、土地について

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

13 固定資産税評価替業務委託 33,664

13 時点修正業務委託 2,709

○３年ごとに資産価格の変動に応じて、評価額を見直す作業（固定資産税評価替）を
事

業

概

要

　行うため、状況の類似した地域内において、主要道路に接した標準的な宅地（標準
　宅地）の地価の鑑定業務を行います。

　土地の地価鑑定と固定資産業務支援システムの土地・家屋データの更新と保守等。

（継続）固定資産税評価替業務委託（３年ごとに評価額を見直す作業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  33,664千円
　　　適正な課税を行うため、評価替用データを整備します。

（継続）時点修正業務委託　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　2,709千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　標準宅地の鑑定調査を行い、時点修正データを作成します。

事業実施に
至る経緯・
背景

円滑に業務を執行するため

0 12,448

特定財源の
説明

増　　　　減 12,448 0 0 0 0 0

目的・期待
する効果

【目的】毎年基準時点での地価を調査し、適正な評価を行います。

【効果】適正な評価とシステムにより、最新のデータが確保できます。

前年度予算額 24,266 24,266

本年度予算額 36,714 36,714

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

会計 　一般会計

予算 02　総務費 02　徴税費 目 01　税務総務費

事業名  03　固定資産税評価替事業  所管部課  総務部　税務室　税務課



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

14 確定申告ＮＥＴ版＋国税連携システムサーバリース料 1,145

14 国税連携サービス使用料 1,296

14 確定申告ＮＥＴ版＋国税連携システムリース料 1,271

14 年金特徴・電子申告使用料 1,555

13 法人市民税申告システム保守委託 3,152

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

13 確定申告等システム・ソフト保守委託 2,245

13 確定申告システムデータ抽出委託 4,490

13 社会保障・税番号制度システム改修委託 12,798

　
（継続）電算システム利用料　                                                  5,268千円
　・年金特徴・電子申告（ｅLTAX　ASPサービス）や確定申告ＮＥＴ版＋国税連携
　　システムによるデータ連携を行い、事務の効率化を図ります。
　
　

○税に関する申告および家屋評価を電算システムで管理します。
事

業

概

要

　
【内容】法人の市民税と償却資産の申告、個人の確定申告と年金特徴および国税
　　　（所得税）とのデータ連携。
　
（継続）電算システム保守等委託、（新規）社会保障・税番号制度システム改修委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22,685千円
　・確定申告や法人市民税申告システムによって、効率的な対応を行います。
　・社会保障・税番号制度に適切に対応できるようシステム改修を実施します。　　　　　　　　

　

事業実施に
至る経緯・
背景

円滑かつ効率的に事務を執行するため

0 7,347

特定財源の
説明

（国）社会保障・税番号制度整備支援補助金　　　   8,534千円
　
　
　

増　　　　減 15,881 8,534 0 0 0 0

目的・期待
する効果

【目的】電算システムで管理することにより、事務の効率化を図ります。
　
【効果】事務の効率化を図ることができます。

前年度予算額 12,072 12,072

本年度予算額 27,953 8,534 19,419

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

会計 　一般会計

予算 02　総務費 02　徴税費 目 01　税務総務費

事業名  04　市税電算システム経費  所管部課  総務部　税務室　税務課


